第１号様式

	白鬚西R&Dセンター施設

借　受　申　込　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

東京都産業労働局長　殿
申込者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（会社名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は代表者名　　　　　　　　　　　　印　　
白鬚西R&Dセンターに入居したいので、下記のとおり申し込みます。

記

１　借受施設

作業室

　　　　　階　　　　号室

付属駐車場

　　　　　　　　　　　　　　台分

２　施設で行う事業内容

３　借受提案期間（５年以内を限度とする。）　　　年　　　ヶ月

４　借受開始希望日　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
５　入居人数　　　　　　　　　　名
６　創業予定又は創業・法人化年月日

(1)　創業の予定時期　　　　　　　　　年　　　月　　　日（東京都内に事務所をおくこと。）

(2)　創業年月日　　　　　　　　　年　　　月　　　日
法人化年月日　　　　　　　　　年　　　月　　　日
７　添付資料　　　　　　別紙２「応募書類一覧」参照
８　連絡先
会社名及び
代表者名、

又は氏名
（ﾌﾘｶﾞﾅ）
電話番号

携帯電話

Ｅ-ｍａｉｌ
所在地

〒

担当部署

担当者名




１　事業の概要
	事業名
	

	(1)　主要事業の内容



	(2)　研究開発や試作等の内容（テーマ、目的･背景･動機、内容及び規模、他からの指導者又は協力者）



	(3)　セールスポイント（新規性や優秀性、実施事業に係る企画・研究開発等の実績、特許・意匠登録証等の所有状況、実現性・市場性の見通し等、特徴とするセールスポイント）



	(4)　今後の事業計画



	


２　創業等の動機・目的、入居希望理由等

	(1)　創業等の動機・目的



	(2)　白鬚西R&Dセンター施設への入居希望理由



	(3)　３年後の貴社のイメージ（技術等を生かした３年後の売上、社員数、開発商品、市場性等）




３　資金計画（白鬚西R＆Dセンター入居時）から１年間の必要経費と調達方法を記入　(単位：万円)
	必要経費（所要資金）
	金　額
	調達方法
	金　額

	設

備

資

金


	（内訳）
・機械
・備品
・車両
	
	自己資金（預金・出資金など）
	

	
	
	
	金融機関借入金
（内訳）

借入先名

借入金額

返済期間


	

	設備資金計
	
	
	

	運転資金
	（内訳）
・仕入
・外注費
・人件費（給料等）
・施設共益費
・光熱・水道費
・通信・広告宣伝費
・交通費
・運搬費
・支払利息等
・借入金返済
・他の経費

	
	金融機関以外の借入金
（内訳）
借入先
借入金額
返済期間
	

	運転資金計
	
	その他（売上収入など）
	

	合計※
	
	合計※
	


　※必要経費合計＝調達方法合計となるように記入してください。

４　販売予定
	販　売　・　納　入　等　の　先
	取引のきっかけ、可能性等

	【具体的な商品イメージをあげ、その販売先】
	

	
	主要販売品
	販売先（可能性を含む。）
	

	入居時


	
	
	

	１年後


	
	
	

	３年後


	
	
	


５　経営者（本人）の経歴・事業の従事実績等
	・氏　　名

・生年月日　　　　年　　月　　日（　　歳）



６　経営収支見通し
	
	入居から1年後
	軌道に乗った後

又は入居３年後

	①売上高
	万円
	万円

	②売上原価
(仕入高・外注費)
	万円
	万円

	③経費合計
	万円
	万円

	経

費

内

訳


	人件費(給料等)
	万円
	万円

	
	施設共益費
	万円
	万円

	
	光熱・水道費
	万円
	万円

	
	通信・広告宣伝費
	万円
	万円

	
	交通費
	万円
	万円

	
	運搬費
	万円
	万円

	
	支払利息等
	万円
	万円

	
	他の経費

(　　　　　　　　)
	万円
	万円

	差引利益

①－②－③
	万円
	万円

	上記①売上高の

算出根拠
	（記入例）
ソフト開発品等納入代
　　　２種×＠100万円＝200万円
	

	
	
	

	上記②売上原価の

算出根拠
	（記入例）
原価率：上記の40%＝80万円
	

	
	
	


７　関係法令に基づく許認可等について
（実施事業に関して必要な許認可等について記載してください。許認可等とは、関係法令に定められた手続きであって、許可、認可、免許、届出、登録、認証及び認定を含みます。）
１つの許認可等につき、以下の項目を必ず記載し、証明書等の写しを添付してください。

· 許認可等の名称

· 根拠法令

· 概要及び要件

· 受付機関（所管官公庁）

· 手続きの状況（手続き済みの場合は、許認可等の年月日及び登録番号等を記載すること。手続
き中又は手続き未済の場合は、許認可等の予定年月日を記載すること。）

· 特記事項











